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（２）ホームレス自立支援の推進                       ３１億円 

ホームレスの自立支援を推進するため、巡回相談活動を行う総合相談推進事業や

就業機会の確保を図るための就業支援事業等を実施する。 

また、ホームレス自立支援事業については、自立支援センターの設置の際に、民間

賃貸住宅等の空き住戸などを活用し、ホームレスの社会復帰が円滑に行われるよう支

援する。 

 

 

 

 
 

（１）刑務所出所者等の地域生活定着支援（新規） 

各都道府県の保護観察所と協働して進める「地域生活定着支援センター」（仮称）に

より、刑務所入所中から、福祉サービス（障害者手帳の発給、年金受給など）に繋げる

準備を行い、刑務所出所者等の社会復帰を支援する。 

（セーフティネット支援対策等事業費補助金(210 億円)の内数） 

 

（２）刑務所出所者等に対する就労支援の推進（再掲・３９ページ参照） 

２．５億円 

 

 

 

（１）生活保護費国庫負担金                     ２兆５８５億円 
生活保護を必要としている者に対して適切に保護を行うため、生活保護制度に

係る国庫負担に要する経費を確保する。 

 

（２）自立支援の着実な推進 
生活保護受給者の自立支援について、各自治体における自立支援プログラムに

よる支援を着実に推進するとともに、新たに、就労意欲が低いなど就労に向けた

課題を多く抱える者に対して、就労意欲を喚起するための支援等を実施する。 

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（２１０億円）の内数） 

 なお、母子世帯等に対して自立に向けたきめ細かな就労支援を行うとともに、

母子加算については平成２１年４月から廃止する（３年計画の最終年次）。 

 

（３）適正実施の推進 
課税調査の徹底、不正受給の防止など生活保護制度の適正実施を推進する。 

 

 

 

 

７ 刑務所出所者等に対する社会復帰支援       ２．５億円（１．７億円）

８ 生活保護制度の適正な実施       ２兆１，０９３億円（２兆１６２億円）


